
◎株式会社国際協力銀行法の一部を改正する法律 
（令和五年四月一四日法律第一一号）   

一、 提案理由（令和五年三月一五日・衆議院財務金融委員会） 

○鈴木国務大臣 ただいま議題となりました株式会社国際協力銀行法の一部を改正する

法律案及び国際通貨基金及び国際復興開発銀行への加盟に伴う措置に関する法律の一部

を改正する法律案につきまして、提案の理由及びその内容を御説明申し上げます。 

 まず、株式会社国際協力銀行法の一部を改正する法律案につきまして御説明申し上げ

ます。 

 国際情勢の変化等を踏まえ、株式会社国際協力銀行の機能強化を通じ、日本の産業の

国際競争力の維持向上に資するサプライチェーンの強靱化や、スタートアップ等の日本

企業のリスクテイク推進等を進めるとともに、ロシアの侵略戦争に直面するウクライナ

の復興を支援するため、本法律案を提出した次第であります。 

 以下、この法律案の内容につきまして、御説明申し上げます。 

 第一に、日本企業のサプライチェーン等を支える外国企業への貸付けや、物資を日本

企業が海外で引き取る場合の貸付け、海外でのサプライチェーン強靱化のための事業資

金の国内大企業経由での貸付けを可能とすることとしております。 

 第二に、デジタル、グリーンなどの成長分野を見据えた、日本企業の更なるリスクテ

イクを後押しするため、海外事業を行う国内のスタートアップ企業や中堅・中小企業へ

の出資等を可能とするとともに、特別業務勘定の対象分野を拡大することとしておりま

す。 

 第三に、国際協調によるウクライナ復興支援への参画に向け、国際金融機関によるウ

クライナ向け融資を国際協力銀行が保証できるようにすることとしております。 

……………（略）…………… 

 以上が、株式会社国際協力銀行法の一部を改正する法律案及び国際通貨基金及び国際

復興開発銀行への加盟に伴う措置に関する法律の一部を改正する法律案の提案理由及び

その内容であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようお願い申し上げます。 

二、衆議院財務金融委員長報告（令和五年三月二四日） 

○塚田一郎君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、財務金融委員会にお

ける審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 まず、株式会社国際協力銀行法の一部を改正する法律案は、同銀行が、我が国産業の

サプライチェーンを支える外国企業等への貸付けや、海外事業を行う国内のスタートア

ップ等への出資のほか、国際金融機関によるウクライナ向け融資を保証することなどが

できるようにするものであります。 

……………（略）…………… 

 両案は、去る三月十五日当委員会に付託され、同日鈴木財務大臣から趣旨の説明を聴



取し、十七日から質疑に入り、二十二日質疑を終局いたしました。次いで、討論を行い、

順次採決いたしましたところ、株式会社国際協力銀行法の一部を改正する法律案は賛成

多数をもって、国際通貨基金及び国際復興開発銀行への加盟に伴う措置に関する法律の

一部を改正する法律案は全会一致をもって、いずれも原案のとおり可決すべきものと決

しました。 

 なお、両案に対しそれぞれ附帯決議が付されましたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和五年三月二二日） 

政府は、次の事項について、十分配慮すべきである。 

一 国際協力銀行の業務の拡大に当たっては、同銀行がその目的として、一般の金融機

関が行う金融を補完することを旨としていることを踏まえ、民業圧迫との批判を招か

ないよう留意しつつ、一般の金融機関のみでは対応が困難な分野において適切な金融

機能を果せるよう監督を行うこと。 

二 国際協力銀行の目的の一つが「国際金融秩序の混乱の防止又はその被害への対処」

であることに鑑み、国際金融機関のウクライナの民間セクター向け融資に対し同銀行

が適切なリスク管理を踏まえた保証業務を行うことを通じてウクライナの復興支援に

貢献できるよう、政府として必要に応じて協力や支援を行うこと。 

三 国際協力銀行が外国企業に対し融資を実行するに当たっては、我が国の国際収支に

与える影響も考慮し、当該融資を受ける外国企業のみが便益を受けることや、特定事

業者及び特定国への依存が強まることなどによりサプライチェーンの不安定化につな

がることがないよう同銀行に当該融資に係る審査基準を設定させ、その基準に基づき

融資を実行させるよう促し、国内外でバランスのとれたサプライチェーンの強靱化を

通じて我が国産業の国際競争力の維持及び向上並びに我が国の経済安全保障の強化に

貢献する的確な融資となるよう適切に監督すること。 

四 業務が拡大していく国際協力銀行の業務運営におけるガバナンスが一層強化される

よう適切に監督を行い、同銀行の業務の機動性及び専門性が十分に発揮されるよう配

慮すること。 

三、参議院財政金融委員長報告（令和五年四月七日） 

○酒井庸行君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、財政金融委員会にお

ける審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 まず、株式会社国際協力銀行法の一部を改正する法律案は、株式会社国際協力銀行に

ついて、日本企業のサプライチェーン等を支える外国企業への融資、海外展開するスタ

ートアップ企業等への出資、国際金融機関によるウクライナ向け融資への債務保証等を

可能とするものであります。 

……………（略）…………… 

 委員会におきましては、両法律案を一括して議題とし、民業補完の原則の下での国際



協力銀行の業務の在り方、ウクライナの復興支援のための基金の設立に向けた取組等に

ついて質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して岩渕友委員より、株

式会社国際協力銀行法改正案に反対、国際通貨基金及び国際復興開発銀行加盟措置法改

正案に賛成する旨の意見が述べられました。 

 討論を終局し、順次採決の結果、株式会社国際協力銀行法改正案は多数をもって、国

際通貨基金及び国際復興開発銀行加盟措置法改正案は全会一致をもって原案どおり可決

すべきものと決定いたしました。 

 なお、両法律案に対し、それぞれ附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和五年四月六日） 

政府は、次の事項について、十分配慮すべきである。 

一 国際協力銀行の業務の拡大に当たっては、同銀行が一般の金融機関が行う金融を補

完することを旨としていることを踏まえ、民業圧迫との批判を招かないよう留意しつ

つ、一般の金融機関のみでは対応が困難な分野において適切な金融機能を果せるよう

監督を行うこと。 

二 国際協力銀行の目的の一つが国際金融秩序の混乱の防止又はその被害への対処であ

ることに鑑み、国際金融機関のウクライナの民間セクター向け融資に対し同銀行が適

切なリスク管理を踏まえた保証業務を行うことを通じてウクライナの復興支援に貢献

できるよう、政府として必要に応じて協力や支援を行うこと。 

三 国際協力銀行が外国企業に対し融資を実行するに当たっては、我が国の国際収支に

与える影響も考慮し、当該融資を受ける外国企業のみが便益を受けることや、特定事

業者及び特定国への依存が強まることなどによりサプライチェーンの不安定化につな

がることがないよう同銀行に当該融資に係る審査基準を設定させ、その基準に基づき

融資を実行させるよう促し、国内外でバランスのとれたサプライチェーンの強靱化を

通じて我が国産業の国際競争力の維持及び向上並びに我が国の経済安全保障の強化に

貢献する的確な融資となるよう適切に監督すること。 

四 国際協力銀行の業務運営におけるガバナンスが一層強化されるよう適切に監督を行

い、同銀行の業務の機動性及び専門性が十分に発揮されるよう配慮すること。また、

同銀行において、国際金融に関して高度な能力を有する人材の育成及び専門性を有す

る外部人材の確保が円滑に図られるように努めること。 

  右決議する。 


